
国（県）
支出金

町債 その他

地方消費税
交付金

（社会保障財
源化分）

936,988 701,492 0 0 47,948 187,548

576,152 431,100 0 0 29,533 115,519

1,940,979 1,374,895 0 75,059 99,975 391,050

227,071 18,851 0 1 42,395 165,824

22,690 0 0 0 4,620 18,070

3,703,880 2,526,338 0 75,060 224,471 878,011

274,130 126,799 0 0 29,997 117,334

459,358 20,526 0 0 89,349 349,483

534,073 82,502 0 0 91,942 359,629

1,267,561 229,827 0 0 211,288 826,446

209,364 5,304 0 0 41,548 162,512

105,068 43,817 0 0 12,471 48,780

60,817 1,681 0 0 12,040 47,096

375,249 50,802 0 0 66,059 258,388

5,346,690 2,806,967 0 75,060 501,818 1,962,845

令和7年度一般会計予算における引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が

充てられる社会保障施策に要する経費について　

501,818  千円

         （歳　入）

         （歳　出）

・地方消費税交付金額（社会保障財源化分）見込額

　　　・平成26年4月1日に消費税等（国・地方）が5％から8％へ、令和元年10月1日に8％から10％へ引き上げられたことに伴い、
　　　　地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

        令和7年度一般会計当初予算における社会保障施策に要する経費への充当状況については、次のとおりとなります。

（単位：千円）

5,346,690  千円・地方消費税交付金（社会保障財源化分）を充てた社会保障施策に要する経費

合計

健康増進事業

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、地方消費税交付金の令和7年度予算額（920,000千円）の22分の12に相当する額としてい
ます。

※各事業に要する一般財源の比率に応じて、地方消費税交付金（社会保障財源化分）を按分して充当しています。

財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源 一　　般　　財　　源

小計

保健衛生

予防接種事業

母子保健事業

社会保険

国民健康保険特別会計繰出金

介護保険特別会計繰出金

後期高齢者医療特別会計繰出金

小計

社会福祉

障害福祉サービス事業

障害児支援費事業

経費事　　　業　　　名

小計

施設型給付費・地域型保育給付費

こども医療費助成事業

子育て支援拠点整備事業


